様式第１号（第４条、第10条関係）

令和７年度渇水対策等緊急事業計画（実施）調書
１　事業目的
本事業は令和７年度の渇水において、農業用水確保に必要な応急的な対策を実施することで、農産物の干ばつ被害を未然防止することを目的とする。

２　事業計画の内容
別添　渇水対策等緊急事業計画（実施）調書　総括表　のとおり
様式第２号（第４条、第10条関係）
令和７年度事業収支予算書（精算書）

１　収入の部

	区分
	本年度予算額

(本年度精算額)
①
	(本年度予算額)
②
	差引増△減
③
	備考




	県費補助金

市町村費

地元負担金

計
	円


	円


	円


	


２　支出の部

	区分
	本年度予算額

（本年度精算額）
①
	（本年度予算額）
②
	差引増減
③
	備考



	計
	円


	円


	円


	


予算議決（又は予算議決予定）　　　令和　年　月　日
事業完了日（又は事業完了予定日）　　　令和　年　月　日
（注）区分欄は、市町村の支出科目により記載すること。
②、③欄は交付申請時には省略。
①、②欄の（　）は実績報告時の様式。

３　補助金精算書

	区分
	補助金交付
決定額
	精算事業費
総額
	補助率
	補助金精算額

（A）
	概算払

受領済額

（B）
	受領又は返還金

（A)－(B)
	備考



	
	円


	円


	％


	
	
	円


	


（注）３は、実績報告時のみ作成すること。
様式第３号（第５条関係）

年　　月　　日
様

職　氏名

令和７年度鳥取県渇水対策等緊急事業補助金交付決定通知書

令和　年　月　日付　第　　号の申請書（以下「申請書」という。）で申請のあった鳥取県渇水対策等緊急事業補助金（以下「本補助金」という。）については、鳥取県補助金等交付規則（昭和32年鳥取県規則第22号。以下「規則」という。）第６条第１項の規定に基づき、下記のとおり交付することに決定したので、規則第８条第１項の規定により通知します。

記

１　対象事業
本補助金の対象事業は、「渇水対策等緊急事業」とする。
２　交付決定額等

本補助金の算定基準額及び交付決定額は、次のとおりとする。ただし、補助事業の内容が変更された場合におけるそれらの額については、別に通知するところによる。

（１）算定基準額　　　金　　　　　　　　　　円
（２）交付決定額　　　金　　　　　　　　　　円
３　経費の配分

本補助金の補助対象経費の配分及びその配分された経費に対応する交付決定額は、申請書に記載のとおりとする。ただし、補助事業の内容が変更された場合においては、別に通知するところによる。

４　交付額の確定

本補助金の額の確定は、補助対象経費の実績額について、鳥取県渇水対策等緊急事業補助金交付要綱（令和７年９月９日付第202500142774号鳥取県農林水産部長通知。以下「要綱」という。）第３条第２項及び第５条第３項の規定を適用して算定した額と、２の(２)の交付決定額（変更された場合は、変更後の額）のいずれか低い額により行う。

５　補助規程の遵守

本補助金の収受及び使用、補助事業の遂行等に当たっては、規則及び要綱の規定に従わなければならない。

様式第４号（第10条関係）
年　　月　　日

職　氏名　　　　　様

所在地
名称
代表者の氏名

令和７年度仕入控除税額確定報告書

令和　年　月　日付第　　号で交付決定のあった鳥取県渇水対策等緊急事業補助金に係る仕入控除税額が確定したので、鳥取県渇水対策等緊急事業補助金交付要綱第10条第５項の規定に基づき、下記のとおり報告します。

記

１　補助金及び補助対象経費の確定額　　　　　(１)補助金の確定額　　　　金　　　　　　円

（令和　年　月　日付　第　号による通知額）(２)補助対象経費の確定額　金　　　　　　円

２　実績報告時控除税額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　金　　　　　　円

（交付決定控除税額が実績報告控除税額を超えるときは、交付決定控除額）

３　消費税及び地方消費税の申告により確定した仕入控除税額　　　　　　　金　　　　　　円

１の（１）

４　補助金返還相当額　　（３－２）×　　　　　　　　　　　　　　　　　金　　　　　　円

１の（２）

（注）その他参考となる資料を添付すること。
様式第５号（第10条、第15条関係）
財　　産　　管　　理　　台　　帳
	市町村名
	事業実施
主体名
	名称
	形状寸法
規格
	数量
	単価
	取得金額
	検収又は

取得年月日
	処分制限期間
	処分の状況
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	
	耐用

年数
	処分制限

年月日
	処分の

種類
	処分

年月日
	補助金

返還額
	

	
	
	
	
	
	円


	円


	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


(注）備考欄に、当該事業に係る補助率を記載すること。
